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１．位置づけ

　本計画は、「横浜市男女共同参画推進条例」（以下、条例という）第８条に基づく行動計画であり、「男女共
同参画社会基本法」、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（DV＊防止法）」、「女性の職
業生活における活躍の推進に関する法律」に規定する計画にあたります。
＊「ドメスティック・バイオレンス」略して「DV」。この計画及び「横浜市DV施策に関する基本方針及び行動計画」では、配偶者等からの暴力
という意味で使用します。

２．ねらい

　男女が、互いにその人権を尊重しつつ、喜びも責任も分かち合い、性別にかかわりなく、それぞれの個性
と能力を十分に発揮し、あらゆる分野に対等に参画できる男女共同参画社会の実現を目的として、条例に規
定する男女共同参画の推進に関する７つの基本理念に基づき、男女共同参画に関する施策を実施するために
策定します。

第4次横浜市男女共同参画行動計画について

行動計画の枠組み

男女共同参画社会基本法

市町村男女共同参画計画
（関連する取組分野 Ⅰ～Ⅳ） （関連する取組分野 Ⅱ） （関連する取組分野 Ⅰ、Ⅲ、Ⅳ）

DV防止法
（配偶者からの暴力の防止及び被害者の

保護等に関する法律）

市町村基本計画

行動計画

横浜市基本構想
（長期ビジョン）

横浜市中期４か年計画

その他の計画

横浜市男女共同参画推進条例

１　男女の人権の尊重
２　性別による、固定的な役割分担等が男女の活動の自由な選択に影響を及ぼさないように配慮
　　すること
３　政策及び方針決定に共同して参画する機会の確保
４　家庭生活における活動とその他の社会生活における活動とが円滑に行えるよう配慮すること
５　男女の互いの性の理解と決定の尊重、女性の生涯にわたる健康の維持
６　国際的な理解と協力
７　夫等からの女性に対する暴力等の根絶

第４次横浜市男女共同参画行動計画

女性活躍推進法
（女性の職業生活における活躍の推進に

関する法律）

市町村推進計画

基本理念（横浜市男女共同参画推進条例第３条から要約）



２

３．計画の期間

　平成28年度（2016年度）から平成32年度（2020年度）までの５か年とします。

４．基本認識と計画体系

　横浜市が今後、発展・成長を続けていくには、男女の別なく、経済活動や地域活動において活躍できる機
会が数多く開かれているとともに、安心して生活を送ることができる環境づくりが重要です。
　このため、「誰もが安心と成長を実感できる、日本一女性が働きやすい、働きがいのある都市の実現」に向
けて、市の現状や特徴等を踏まえた「4つの重点施策」と「4つの取組分野」ごとの具体的事業を進めていきます。

あるべき姿

４つの取組分野

誰もが安心と成長を実感できる
日本一女性が働きやすい、働きがいのある都市

Ⅰ
あらゆる分野における

女性の活躍

Ⅱ
安全・安心な暮らし

の実現

Ⅲ
男女共同参画社会の
実現に向けた理解の
促進・社会づくり

Ⅳ
推進体制の
整備・強化

４つの重点施策

Ⅰ
働きたい・働き続けたい
女性への就業等支援

Ⅱ
困難な立場にある
男女への支援

Ⅲ
男性中心型労働慣行の

見直し等による男性・シニア
の育児・家事・介護等参画

Ⅳ
社会基盤全体及び
庁内の体制強化

横浜市の現状と特徴

横浜市ならではの女性活躍施策の推進

少子高齢化の進行により、今後は横浜市の経済成長や地域活力の低下が懸念される

市内企業における女性雇用促進に向けた働きやすい環境づくりと
起業など多様な働き方の促進が必要
・女性は短時間勤務などの多様な働き方を希望している。
・男性の家事・子育てへの参画が少なく、女性の負担が重い。（費やす時間は女性の
  ３割程度）
・市内企業に勤めるほうが就業継続につながりやすい。（通勤時間の軽減、女性管理
  職割合が高いこと）

困難な状況にある男女への
支援も必要な現状にある
・ひとり親世帯が10年で
　約1.4倍に増加している。
・DV相談件数はここ数年、
　約4,500件で推移している。

経済活動への参画の余地がある女性が多く、潜在化している
・結婚・出産を機に７割の女性が離職しており、Ｍ字カーブ（年齢階級別労働力率）
  の底が深い。　
・女性の家事層は30万人。
・働いていない女性（20～49歳）のうち９割が就労を希望している。
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第４次横浜市男女共同参画行動計画の体系

取組分野Ⅰ

あらゆる分野
における女性
の活躍

重点施策Ⅰ

働きたい・
働き続けたい女性
への就業等支援

１　市内企業及び市役所における
　　「女性管理職30％」に向けた加速化

４　女性の就労支援とキャリア形成や
　　ネットワークづくりの推進

６　ライフステージに対応した支援と性差医療が
　　受診しやすい環境づくり

２　 「働き方改革」「柔軟な働き方」の推進
　　（企業等への働きかけ等）

４　男女共同参画に関する調査・研究、情報の収集・
　　提供の強化

６　学校・地域・家庭における男女平等や自立・職業意識
　　を育む教育(キャリア教育を含む)

８　高齢者・若年者・障害者・外国人等、困難を抱えた
　　あらゆる女性の安定した生活と社会参加のための支援

２　市附属機関等への女性参画比率の向上

…重点施策に基づく取組項目※重点施策…最近の社会情勢等を踏まえて優先的に取り組むべきこと

３　インセンティブの付与等による企業への取組支援

５　女性の起業と起業後の成長支援

６　多様な選択を可能にする学習機会の提供

１　ひとり親家庭の自立支援等

２　DVの防止及びDV被害者の自立に向けた支援

３　女性や子どもに対する暴力の予防と根絶

４　ハラスメント防止対策の推進

５　性を理解・尊重するための教育と相談

７　性別に関わる問題の解決に向けた相談・支援等

３　多様なニーズに対応する保育・教育・子育て環境の整備

５　男女共同参画推進のための広報・啓発

７　地域防災における男女共同参画の推進

８　男女共同参画に関する国際的な協調と活動への支援

１　関係機関・団体との連携強化や国への働きかけ

２　庁内体制の強化

３　確実なPDCAサイクルの実施

４　男女別等統計の充実

１　男性・シニアの家庭生活や地域活動への参画の促進

取組分野Ⅳ

推進体制の
整備・強化

重点施策Ⅳ

社会基盤全体及び
庁内の体制強化

取組分野Ⅱ

安全・安心な
暮らしの実現

重点施策Ⅱ

困難な立場にある
男女への支援

取組分野Ⅲ

男女共同参画
社会の実現に
向けた理解の
促進・社会づくり

重点施策Ⅲ

男性中心型労働
慣行の見直し等に
よる男性・シニアの
育児・家事・介護等

参画
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５．４つの重点施策と優先的に取り組むべき事業

　社会基盤全体及び庁内の体制を強化しながら、市民一人ひとりや企業等に向けた支援を行い、地域社会全
体で取組強化を進めます。

市 民

教育機関

男女共同参画センター

横 浜 市

各主体が協働して
取り組みます

達成状況の評価 達成状況の報告
施策・事業の調整、
進捗管理

地 域 社 会

横浜市男女共同参画
審議会

横浜市男女共同参画
推進会議

NPO
地域活動
団体等企 業

重点施策Ⅰ
働きたい・働き続けたい
女性への就業等支援

市内企業及び市役所における
「女性管理職30%」に向けた加速化

インセンティブの付与等に
よる企業への取組支援

女性の就労支援とキャリア形成や
ネットワークづくりの推進

女性の起業と
起業後の成長支援

重点施策Ⅱ
困難な立場にある
男女への支援

ひとり親家庭の自立支援等

DVの防止及びDV被害者の
自立に向けた支援

重点施策Ⅳ
社会基盤全体及び
庁内の体制強化

関係機関・団体との
連携強化や国への働きかけ

庁内体制の強化

確実なPDCAサイクルの実施

男女別等統計の充実

重点施策Ⅲ
男性中心型労働慣行の
見直し等による男性・シニア
の育児・家事・介護等参画

男性・シニアの家庭生活や
地域活動への参画の促進

「働き方改革」「柔軟な働き方」の
推進（企業等への働きかけ等）

地域防災における
男女共同参画の推進

シングル
マザー支援

安全・安心の
まちづくり

起業

雇用

学び直し

育児参画

地域活動管理職
登用

第 ４ 次 横 浜 市 男 女 共 同 参 画 行 動 計 画

※市長の附属機関（外部有識者等） ※市長、副市長、関係区局長等で構成
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取組分野Ⅰ　あらゆる分野における女性の活躍

重点施策 働きたい・働き続けたい女性への就業等支援

●市内企業での女性雇用の促進に向けて、就労者に対しては、99％を占める中小企業を含め、
市内企業で働くメリット等のPRを行い、「住居から比較的近い、市内中小企業で働き続ける」
という選択肢を含んだ、様々なキャリアの提案が行われるように働きかけていきます。
　市内企業に対しては、女性を雇用・登用することによるメリットを経営層に伝えるなど、女
性の積極的な登用の働きかけを行うとともに、企業へのインセンティブ等を付与すること等
を通じて、雇用機会の拡大を図ります。
　これにより、家庭、職場、保育が近接するコンパクトなまちづくり（コンパクトシティ）の
形成を推進します。

●子育てをしながら働き続けることが出来る環境整備に向けて、地域施設等を活用した子育て
支援やICT（情報通信技術）の利活用の方法を検討するほか、マタニティ・ハラスメント対
策を含め、職場理解を深めていく取組を進めます。

●起業した女性は、社員として女性を雇用する割合も高く、また、出産や育児に際しても継続
して就業する女性が多いことから、いわゆるＭ字カーブの解消や、柔軟で多様な働き方の推
進など、様々な面で効果が期待できるため、起業への支援を強化します。

●ソーシャルビジネスや地域活動への参加といったように、社会貢献に重点を置いて能力を発
揮したい女性など、多様なスタイルで活躍したい女性に対し、機会の提供や地域への働きか
けによる支援等を行っていきます。

横浜市は、全国や他都市と比べて女性の労働力率、女性の管理
職割合が低く、女性の経済活動への参画の程度が十分ではあり
ません。

女性が結婚・出産を機に離職する原因の一つとして、市外勤務
の女性が比較的多く、長時間労働や長い通勤時間といった労働
条件の問題があります。

図１　女性の年齢階級別労働力率の比較
図２　横浜市に常住する15歳以上の就業者の女性、年齢（5歳階級）別
　　　市外・市内へ通勤する人口の割合と労働力率

(出典）総務省「国勢調査」（平成22年） 　(出典）総務省「国勢調査」（平成22年）
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指 標

指標関連図　市内事業所の管理職割合の推移

＊1　計画策定時点に把握できている最新の数値
＊2　32年度までに達成を目指す数値（32年度以外のモノはカッコ書きで表示）

注１　従業員規模30人以上の市内企業（農林水産業・鉱業等除く）を対象とした調査（事業所調査）
注２　昇任試験（概ね30代を対象）において、事務区分の受験資格のある女性職員のうち実際に受験をした女性職員の割合

注３　地方自治法第138条の４第３項又は地方公営企業法第14条の規定に基づき、法律又は条例の定めるところにより設置する審査会、審議会、調査会その他の
　　　調停、審査、諮問又は調査のための機関

(出典）横浜市「男女共同参画に関する事業所調査」（平成15～25年度）

0

5

10

15

20

25

30

成　果　指　標　１
市内企業及び市役所の管理職

（課長相当職以上）に占める女性割合

市内企業における
従業員女性割合（正社員）

市役所における女性職員の
係長昇任試験受験率（注2）

市内企業 13.5％（25年度）（注1）

市役所　 13.0％（26年度）
30％

50％

50％（31年度）16.1％（26年度）

28.6％（25年度）（注1）

現　状　値＊1 目　標　値＊2

活　動　指　標 現　状　値 目　標　値

成　果　指　標　２
横浜市附属機関（注3）の

女性参画比率

女性割合40%未満の附属機関数
（３人以下の附属機関を除く）

40.4％（27年度） 50％

０機関48機関（27年度）

現　状　値 目　標　値

活　動　指　標 現　状　値 目　標　値

管
理
職（
課
長
相
当
職
以
上
）に

占
め
る
女
性
割
合（
％
）

平成15年度

15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 32 （年）

4.3

7.8 8.2

13.5

平成18年度 平成22年度 平成25年度 平成32年度

指標関連図　附属機関の女性参画比率

（％）
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取組分野Ⅰ　あらゆる分野における女性の活躍

成　果　指　標　３

25-44才の女性有業率

市内企業における
男女別平均勤続年数の差

保育所待機児童数

放課後19時までの居場所づくり

①　25-29歳　73%
②　30-34歳　59%
③　35-39歳　63%
④　40-44歳　65%
（24年度）

①～④　73%

0人

新規指標のため現状値なし

20人（26年度）

放課後キッズクラブの整備率
必要な分割・移転を終えた
放課後児童クラブの割合

ワーク・ライフ・バランスに
取り組んでいる企業の割合

全校（31年度）

100%(31年度)
（分割・移転を終えた全クラブ）

26.0%（25年度）

就労支援の件数 12,500人（5か年累計）2,297人（25年度）

40%28.1％（25年度）

8.0%（25年度）

現　状　値＊1 目　標　値＊2

関　連　指　標 現　状　値 目　標　値

活　動　指　標 現　状　値 目　標　値

注４　女性の起業・経営相談事業等を通じて創業した件数

成　果　指　標　４
女性起業家支援による創業件数（注4）

起業・経営相談件数

女性起業家向けのセミナー等の回数

109件（22-25年度実績） 170件（5か年累計）

5,700件（5か年累計）

145回（5か年累計）29回（26年度）

1,491件（26年度）

現　状　値 目　標　値

活　動　指　標 現　状　値 目　標　値

指標関連図　女性有業率
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（出典）総務省「就業構造基本調査」（平成24年）
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目標値：73％
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＊1　計画策定時点に把握できている最新の数値
＊2　32年度までに達成を目指す数値（32年度以外のモノはカッコ書きで表示）
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重点施策に基づく取組項目

　　【重点施策】Ⅰ－１ 市内企業及び市役所における「女性管理職30%」に向けた加速化

●男女共同参画、女性の活躍推進に取り組む市内企業を「よこはまグッドバランス賞」として認定・
表彰することや、公共調達等において積極的に評価することを通じて、女性の登用促進を図ります。

●市役所においては、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」に基づく特定事業主行動
計画に沿って、「責任職の意識改革」、「仕事と家庭生活の両立支援／ワーク・ライフ・バランスの
推進」及び「女性のチャレンジ・キャリア形成支援」に取り組みます。

　　【重点施策】Ⅰ－５ 女性の起業と起業後の成長支援

●女性起業家のためのスタートアップオフィス「F-SUSよこはま」を運営します。また、事業開始
に先立ち、実際の店舗運営を通じて試験的に販売等を行うトライアルスペース「Crea's Market（ク
レアズマーケット）」を運営します。

●「女性起業家たまご塾」等において、起業を目指す女性のために販促のノウハウを伝える講座等を
実施します。講座修了者に対しては、広報やイベントなどへのブース出展の紹介等を行い、継続
的に支援します。

　　【重点施策】Ⅰ－３ インセンティブの付与等による企業への取組支援

●中小企業の事業者が、女性活躍推進のための就業規則の変更などに取り組む場合、費用の一部を「中
小企業女性活躍推進事業助成金」として助成します。

●男女共同参画、女性の活躍推進に取り組む企業に対して、公共調達等において積極的に評価する
ことにより、受注機会の増大などを図ります。（再掲）

　　【重点施策】Ⅰ－４ 女性の就労支援とキャリア形成やネットワークづくりの推進

●女性の再就職・転職など、就業を支援するための総合相談窓口 「女性としごと 応援デスク」等に
おいて、キャリアプランに関する相談や、就業情報の提供を行うほか、地域活動やソーシャルビ
ジネスでの活躍も含めた相談対応も行います。

●結婚、出産、育児などで離職したものの、再就職を希望する女性等を対象に、再就職等に係る情
報提供やインターンシップを実施します。

●働く女性のキャリアアップやネットワーク形成をお手伝いする、学びと交流のためのイベント「横
浜女性ネットワーク会議」等を開催します。

●ワーク・ライフ・バランス推進の観点から、テレワークなど、ICTを活用した柔軟で多様な働き
方の推進について、啓発や働きかけを行います。
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取組分野Ⅱ　安全・安心な暮らしの実現

重点施策 困難な立場にある男女への支援

●ひとり親家庭が増加しているなか、母子家庭が貧困に陥らないよう、男女の賃金格差・所得
格差の是正に向けた取組とともに、就業支援や学び直しなどによる学習機会の提供など、経
済的自立に結びつけるための総合的な支援を行います。

●DV防止策については、男女を含めて相談機関の周知を図るとともに、根絶に向けた広報啓
発や若年層を対象とした予防啓発、教育の充実を図ります。

●DV被害者への支援に関しては、被害者の安全を守るとともに、児童虐待や貧困等と絡み合
い複合的な課題を抱える被害者への対応を求められることも多く、関係機関や民間団体と連
携し、切れ目のない支援を行っていきます。

市内のひとり親家庭は、
全国的な傾向と同様に、
ここ10年で約1.4倍に増
加しています。

市内のDV相談件数は、近
年4,500件前後で横ばい
の傾向にあります。

図３　母子世帯数・父子世帯数

図４　横浜市におけるDV相談件数の推移

(出典）総務省「国勢調査」（平成12～22年）

（出典）横浜市「中期４か年計画　2014-2017」（平成26年）
（出典）横浜市「こども青少年局、政策局資料」（平成23～25年度）

母子世帯総数
母子世帯（うち6歳未満の子供あり）
父子世帯総数
父子世帯（うち6歳未満の子供あり）

0

6,000

4,000

2,000

10,000

12,000

8,000

14,000

20,000

18,000

16,000

（世帯）

平成12年 平成17年 平成22年

世
帯
数

13,210

2,901 3,439 3,302

2,742
342222246

2,270 2,360

16,391

18,401

（件数）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

※DV相談支援センターは平成23年９月から設置

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

4,865
4,467 4,6594,654

3,661
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指 標

指標関連図　横浜市における母子世帯・父子世帯の総収入

注１　ひとり親家庭等自立支援事業利用者のうち、就労した人の数

成　果　指　標　１
Ⅱ　安全・安心な暮らしの実現

ひとり親家庭の就労者数（注１）

児童扶養手当受給者数

ひとり親家庭等自立支援事業
利用者数

303人(26年度） 1,900人
（26年度から31年度までの６か年累計）

5,300人（31年度）5,137人（26年度）

男女共同参画センターにおける
ひとり親就労支援事業の利用者数 350人（５か年累計）12人（26年度）

20,869人（26年度）

現　状　値＊1 目　標　値＊2

関　連　指　標 現　状　値 目　標　値

活　動　指　標 現　状　値 目　標　値

横浜市　父子家庭

横浜市　母子家庭

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

100 万円未満
300～399 万円

100～199 万円
400～499 万円

200～299 万円
500 万円以上

2.8％

4.3％

19.5％

18.0％ 30.4％ 22.0％ 8.8％ 16.5％

19.5％ 50.0％8.3％

（出典）横浜市「横浜市ひとり親家庭自立支援計画」の「横浜市母子家庭等実態調査」より集計（平成24年度）

【参考】児童のいる世帯の平均所得額（全国）… 658万円

（平成23年国民生活基礎調査より）

＊1　計画策定時点に把握できている最新の数値
＊2　32年度までに達成を目指す数値（32年度以外のモノはカッコ書きで表示）
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注２　これらの暴力に対する認知度を上げることで、比較的認知度が高い身体的暴力を含めたすべての暴力に対する認識が向上されることを目的に設定（市民意識
調査による）

注３　交際相手からの暴力（「たたく、ける」、「傷つく言葉を言う」、「大声でどなる」、「メールのチェックや友達づきあいを制限する」、「性的な行為の強要」、「デー
トの費用やお金を無理やり出させる」など）

成　果　指　標　２
夫婦間における次のような行為を暴力と
認識する人の割合（注2）

①【精神的暴力】交友関係や電話を細かく
　監視する
②【経済的暴力】必要な生活費を渡さない
③【性的暴力】避妊に協力しない

DV被害者のうち暴力を受けた後に
相談した人の割合

若者向けデートDV（注3）防止講座の開催数

① 32.2%(26年度）
② 53.7%(26年度）
③ 52.6%(26年度）

①、②、③100%

155コマ（５か年累計）

20.7%（26年度）

26コマ

デートDV周知のためのチラシ等配布数 30,000枚/年新規指標のため、現状値なし

DV相談件数 4,659件

現　状　値＊1 目　標　値＊2

関　連　指　標 現　状　値 目　標　値

活　動　指　標 現　状　値 目　標　値

取組分野Ⅱ　安全・安心な暮らしの実現

精神的暴力
【交友関係や電話を細かく監視する】

経済的暴力
【必要な生活費を渡さない】

性的暴力
【避妊に協力しない】

身体的暴力
【平手で打つ】

どんな場合でも暴力にあたると思う どちらかといえば暴力にあたると思う
どちらかといえば暴力にあたるとは思わない 暴力にあたるとは思わない
無回答

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

32.2％

53.7％

52.6％

64.8％ 26.8％ 3.7％ 3.6％

33.1％ 8.4％ 3.6％

32.5％ 7.8％

2.6％

3.4％

42.7％ 16.8％ 5.1％

3.1％

2.3％

1.1％

指標関連図　配偶者やパートナーの間での暴力と思われる行為

(出典）横浜市「男女共同参画に関する市民意識調査」（平成26年度）

＊1　計画策定時点に把握できている最新の数値
＊2　32年度までに達成を目指す数値（32年度以外のモノはカッコ書きで表示）
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重点施策に基づく取組項目

　　【重点施策】Ⅱ－１ ひとり親家庭の自立支援等

●「ひとり親サポートよこはま（母子家庭等就業・自立支援センター）」において、就労支援員によ
る一人ひとりの状況に応じたマンツーマンでの就労支援を実施するとともに、区福祉保健センター
においても必要に応じて就労に関する相談やサポートを行います。

●男女共同参画センター等において、ひとり親家庭などの困難を抱える女性に対し、PC講座など、
学び直しの機会を提供します。

●「ジョブスポット」などにおいて、区役所の福祉部門とハローワークが連携し、生活相談から就職
まで一体的な支援を行います。

●夫婦関係や離婚に関する法律、制度等に関する情報を、講座、イベント、法律相談などを通じて
提供します。

●生活の安定と向上を図り、児童の健全な成長を確保するため、個々の家庭の状況に応じ、子育て
や生活支援、子どもへのサポートなど、総合的な自立支援を行います。

　　【重点施策】Ⅱ－２ DVの防止及びDV被害者の自立に向けた支援
〈DV施策に関する基本方針〉
基本方針１　相談支援体制の充実
●区福祉保健センター、男女共同参画センター、こども青少年局の３つの組織が一体となって、相
互の機能を補完しあいながら、DV相談支援センターの機能を最大限に発揮します。

●DV相談支援センターにおいて、性別を問わず相談を受け付けるほか、県が設置する男性のための
相談窓口と連携し対応します。

基本方針２　DV被害者の安全・安心の確保と自立支援策の充実
●関係機関・民間団体との連携により、DV被害者の一時保護や、自立に向けた切れ目のない支援を
実施します。

●DV被害者へ精神科医師相談、心身の回復のための講座、サポートグループを開催するほか、自助
グループ等の支援を行います。

●DV被害者と同伴児への支援を一体的に行うなど、DVのある環境で育った子どもへの支援を行い
ます。

基本方針３　暴力の未然防止・根絶に向けた正しい理解の普及等の取組の推進
●チラシ、シールなどの紙媒体や、Webサイト等を十分に活用し、相談窓口に関する必要な情報を
広く周知します。

●医療機関・学校や保育所等に対し、DV被害者への情報提供の方法や、DV相談支援センターの窓
口等について、周知します。

●市内の中高大学を対象にデートDV防止講座等を実施します。
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取組分野Ⅲ　男女共同参画社会の実現に向けた理解の促進・社会づくり

重点施策 男性中心型労働慣行の見直し等による男性・シニアの育児・家事・介護等参画

●横浜市の「男女共同参画に関する市民意識調査」では、実際に、「仕事と家庭生活を両立す
ること」を理想としている方が男女ともに多い状況にもかかわらず、現実には、家事・育児
への男性の関与は、３割程度を分担しているに過ぎず、理想と現実が乖離している状況も見
受けられます。
　そのため、今後、男性の家事・育児・介護等への参画を進めるにあたっては、男性自身への
啓発だけではなく、企業に対して働き方の見直し等を強く働きかけていきます。

●長時間労働等の男性中心型労働慣行の見直しについては、企業等における自主的な取組が不
可欠であるため、意識啓発や制度の導入等、取組に積極的な企業に対する支援や表彰等を行
うなど、意欲向上を図る取組を進めます。

●シニア世代の人口増加を踏まえ、シニア層が地域活動や地域における家事支援等の場面で活
躍できるよう、きっかけづくりを行っていきます。

●東日本大震災などの過去の災害時の経験と教訓を踏まえた、男女共同参画の視点からの日常
的な地域防災の取組の重要性についても、理解を深めていきます。

男性・女性いずれも約６割が生活の中で複数の活動（仕事、家庭生活、地域・個人の生活）を優先したいと感じながらも、現
実は約４割しか複数の活動を優先できていません。

図５　生活の中での各活動の優先度の理想と現実

(出典）横浜市「男女共同参画に関する市民意識調査」（平成26年度）

仕事を優先したい
複数の活動（仕事と家庭・地域・個人の生活）を優先したい 分からない 無回答

家庭生活を優先したい 地域・個人の生活を優先したい

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100（％）

希望

現実

希望

現実

希望

現実

4.0

6.7 4.8 3.518.0

34.2

25.4

12.3 39.8

64.3

17.8 38.56.0

3.7

1.0

64.6

21.4 30.3 38.33.6 4.0

22.1 64.33.5 3.6

2.2

40.9 3.7
1.7

2.3

2.6

2.5

2.3

2.7

2.0

2.2

全
体
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性

女
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活　動　指　標 現　状　値 目　標　値

指 標

注１　配偶者が出産した男性従業員のうち育児休業を取得した人の割合（事業所調査による）
注２　女性と男性が一日に家事・育児・介護にあてる時間の割合（市民意識調査による）
注３　算定期間中の年次有給休暇の取得日数計を算定期間中の年次有給休暇の付与日数計で除した値（%）。算定期間中の付与日数計には繰越分は含まない。
　　　（事業所調査による）
注４　ワーク・ライフ・バランスの推進に向けて、学習活動やスポーツ活動、趣味や娯楽活動、NPOやボランティア活動などを含めた活動に、直近３年間に参加し
　　　たことがない人の割合を減少させることを目標としたもの
注５　中小企業女性活躍推進事業などによる女性活躍推進に取り組む企業への支援数

成　果　指　標　１～４
Ⅲ　男女共同参画社会の実現に向けた理解の促進・社会づくり

男性の育児休業取得率（注1）

年次有給休暇取得率（注3）

男性が育児休業を取得することに
ついて、現在、社会や企業の支援は

十分と思う市民の割合

4.2％（25年度） 13%

70%

13.1%（26年度）

市内に主たる事務所を置く
男女共同参画社会の形成の促進を
図る活動を行うNPO法人の数

62法人（26年7月31日）

新規指標のため現状値なし

20%36.9%（26年度）

現　状　値＊1 目　標　値＊2

女性と男性の家事・育児・
介護時間の割合（注2）

さまざまな地域活動に参加したことが
ない人の割合（直近３年間）(注4)

225事業所（5か年累計）180事業所
(19-26年度までの累計）

「よこはまグッドバランス賞」
認定事業所数

60件（5か年累計）４件（26年度）女性活躍推進に取り組む企業への
支援数（注5）

８回６回ワーク・ライフ・バランス推進に
関するセミナー数

10,000人（5か年累計）約1,750人
（22-26年度平均）

男女共同参画に関する防災講座の
参加者数

約１対３
（①男性：2時間40分
　②女性：8時間18分）

（共働き世帯・平日　26年度）

１対1.5

関　連　指　標 現　状　値 目　標　値

＊1　計画策定時点に把握できている最新の数値
＊2　32年度までに達成を目指す数値（32年度以外のモノはカッコ書きで表示）

市内の共働き家庭におい
ても、家事・育児・介護
の時間を見ると、男性は
女性の約３分の１となっ
ています。

指標関連図　生活の中で各活動に費やしている時間　－【仕事や学校のある日】世帯類型別－

(出典）横浜市「男女共同参画に関する市民意識調査」（平成26年度）

10時間40分

8時間31分 6時間25分

1時間18分 1時間22分

仕事・学校 育児・介護 自由に使える時間 睡眠時間家事

【男性】
共働きしている

【女性】
共働きしている

3時間13分

4時間00分 3時間05分
4時間18分

6時間29分

家事・育児・介護

※１日のすべての活動について、たずねていないため、合計時間は24時間となっていません。
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男性

女性

（％）

（％）

（％）

平成18年度

そう思う

そう思う（計） そう思わない（計）

ある程度はそう思う あまりそう思わない そう思わない わからない 無回答

平成22年度 平成25年度

指標関連図　育児休業取得率

(出典）横浜市「男女共同参画に関する事業所調査」（平成18～25年度）

指標関連図　男性が育児のための休業や休暇をとることについての社会や企業の支援に対する意識

指標関連図　さまざまな地域活動への参加状況

(出典）横浜市「男女共同参画に関する市民意識調査」（平成26年度）

(出典）横浜市「男女共同参画に関する市民意識調査」（平成17～26年度）

取組分野Ⅲ　男女共同参画社会の実現に向けた理解の促進・社会づくり
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重点施策に基づく取組項目

　　【重点施策】Ⅲ－１ 男性・シニアの家庭生活や地域活動への参画の促進

●男性の家事・育児参加促進を図る「父親向け講座」等を実施します。

●ウェブサイトや広報物等で、男性の家事・育児支援に関する情報提供と市民への啓発を行います。

●介護等でニーズが高まることが予想される家事支援サービス等にも、「シルバー人材センター」の
サービスが活用できることについて周知・PRを行います。

●祖父母世代を主な対象として、自身及び地域の孫育てや地域ぐるみの子育てに関する講座等を地
域に合った形で実施します。

●高齢者の心身の状況に合わせた就労や地域活動などを紹介し、社会参加を促していく相談窓口「生
きがい就労支援スポット」を開設します。

●「よこはまシニアボランティアポイント事業」により、高齢者の介護保険施設等におけるボランティ
ア活動を支援します。

●「おやじの会」をはじめ、親子でふれあう事業などを通して、家庭教育や地域活動への父親層の参
加を促進します。

　　【重点施策】Ⅲ－２ 「働き方改革」「柔軟な働き方」の推進（企業等への働きかけ等）

●女性も男性も働きやすい職場づくりを進める中小事業所を「よこはまグッドバランス賞」として
認定・表彰するとともに、その取組を広く紹介します。（再掲）

●企業経営者・人事労務担当者に向けて、ワーク・ライフ・バランスの考え方や、経営上のメリット・
必要性、具体的な取組方法等について情報提供するセミナーの開催や、リーフレットの発行・啓
発を行います。また、市民の方向けのセミナーやイベントを開催するとともに、チラシ等を発行し、
啓発を行います。

●様々な団体、企業、学校、行政機関等が実施する研修会等に、男女共同参画センター等のスタッ
フを講師として派遣します。

●ワーク・ライフ・バランスを実現できる職場環境の整備を促進するため、中小・中堅企業等の様々
な取組に関する相談に応じるとともに、専門家を派遣します。

　　【重点施策】Ⅲ－７ 地域防災における男女共同参画の推進

●震災対策において、男女共同参画の視点を取り入れた防災体制の確立を明記し、検討部会、防災
会議、企画立案部署等への女性の参画を積極的に推進します。

●「YOKOHAMAわたしの防災力ノート」を活用し、区役所、家庭防災員研修会及び地域子育て支
援拠点などにおいて、学習会を実施します。

●「横浜市民防災センター」における研修・学習プロジェクトにおいて、男女共同参画の視点からの
防災対策カリキュラムを実施します。
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取組分野Ⅳ　推進体制の整備・強化

重点施策 社会基盤全体及び庁内の体制強化

●地域の実情を踏まえ、市民一人ひとりが男女共同参画推進の取組が実感できるような施策を
進めていくため、市内に３館ある男女共同参画センターをはじめ様々な地域資源を活用する
とともに、地域における様々な関係機関のネットワークを形成し、一層、地域に密着した取
組を推進していきます。

●市役所自らが率先して取り組むこと、庁内の推進体制を強化し、各所管の取組を促進してい
くこと、課題解決のためのプロジェクトチームを設置すること等により、地域社会を牽引で
きるような、自主的かつ具体的なアクションを起こしていきます。

●市内における男女共同参画の状況及び課題を正確に把握することで、地域の実情に応じた施
策を進めていくため、現在行っている調査についても男女別等データの収集など、統計の一
層の充実を図ります。

（※ 成果指標は設定しません。）

重点施策に基づく取組項目

　　【重点施策】Ⅳ－１ 関係機関・団体との連携強化や国への働きかけ

●関係する民間団体や経済団体、地域団体などで構成される、「地域プラットフォーム」を設置し、
関係機関・団体のネットワーク作りや連携した取組を進めます。

●「ウーマンポート横浜」など、既存の関連ポータルサイトと連携しつつ、情報を一括して分かり易
く提供できるポータルサイトを開設します。

●様々な機会を通じて、国の制度及び予算に関する提案・要望を行います。

　　【重点施策】Ⅳ－２ 庁内体制の強化

●市長を会長とする「男女共同参画推進会議」を設置し、計画進捗管理を行います。
　具体的な各事業の所管を明確にしながら、横断的な重要課題については、プロジェクトチームを
設置し、連携しながら進めます。

　　【重点施策】Ⅳ－３ 確実なPDCAサイクルの実施

●計画達成を着実に図るため、計画の推進主体を明確にしながら、できる限り数値上の成果指標等
を設定し、年度ごとの評価と進捗管理を行います。

　　【重点施策】Ⅳ－４ 男女別等統計の充実

●男女それぞれが置かれた状況等を客観的に把握するため、必要性の高いものから、段階的に市の
男女別等統計を把握していきます。



18

取組分野ごとに成果指標を設定し、その達成状況を把握して、次期行動計画に反映します。

～取組分野における各指標について～

「成果指標 ＝ 取組の結果、 “何” が “どのように” なっているか」の設定

達成度や進捗状況を把握・評価することで、課題を明らかにし、その後のより効果的な推進に
つなげます。また、年度ごとの達成状況を市民の皆様に公表します。

成果指標の進捗に関わる指標を活動指標として設定し、進捗状況を見ることで、要因の把握を行います。

「活動指標 ＝ 成果指標の達成に向けて “何” が “どれくらい” 進んでいるか」の設定

成果指標に影響を与える外部要因などの背景となる情報を把握し、計画の達成度をより的確に把握す
るため、成果指標に関連する指標を設定します。
なお、本指標は市の取組だけにとどまらず、外的要因の影響が大きいものや、目標を達成することが
必ずしも適当でないものであるため、目標値は設定せず、数値の状況把握を行います。

横浜市では、男女共同参画推進の拠点施設として、３館
の男女共同参画センターを設置しています。男女共同
参画センターでは、男女共同参画に関する資料及び情
報の収集・提供、講座・講演会の開催、相談など様々
な事業を行っています。また、ホール、会議室、セミナー
ルームなどを、活動・交流の場として利用できます。

「関連指標」の設定

男女共同参画センターのご案内

● ●
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●

●
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